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～まえがき～ 
事業承継に備え、株式の集約化を図るなど、非上場株式の売買を検討する機会も多くなっていると

思われる。当事者同士で合意した取引価格により売買するが、この取引価格が「税務上の時価」と異な
る場合には、取引価格と税務上の時価の差額について、贈与税や所得税、法人税等の課税が発生する場
合がある。 
しかし、非上場株式については、上場株式のようなマーケットがないため、「税務上の時価」として

の適正な価額を把握することは専門家であっても難しいといわれる。 
そこで、本稿では、個人がその保有する非上場株式を譲渡する場合についての「税務上の時価」につ

いて、判例を踏まえながら、考え方を整理する。 
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Ⅰ．はじめに 

 経営者の高齢化が深刻化する中で、事業承継を進める機会が増えており、非上場株式について、後継者
へ株式を移転することや、分散した株式を集約するために買い集める機会も増えていると思われる。 
 株式の譲渡を行うに当たっては、通常、当事者間で合意した価格で譲渡を行うが、もしその価格が税務
上の時価と異なる場合には、その差額について、みなし贈与やみなし譲渡等の課税が発生することがあ
る。 
 税務上の時価は、通常、不特定多数の当事者間の自由な取引により形成される価額として客観的交換
価値を表す金額を指すものと考えられるが、非上場株式のようなそもそも市場取引がない資産について
これを把握することは困難である場合も多く、その場合は、税務上の時価となる株価を算出することに
なる。 
 この税務上の時価としての株価の算定は、財産評価基本通達（以下、評価通達という。）をベースに行
われることが多いが、その算定過程は、同族株主の判定や、財務数値を用いて算出する過程が複雑であ
り、そのうえ税目ごとに異なる取り扱いとなっていることからも、難しいものとなっている。また、この
評価通達に従って株価算定を行ったとしても、それが否認される可能性がある（特別の事情がある場合
には、評価通達による株価算定方法が認められないことがある）。 
そこで、個人が非上場株式を売却する場合における「税務上の時価」とは何を指しているのか、そして

「(実際の)取引価額」が「税務上の時価」と異なる場合にどのような課税関係が生じるのか整理する。そ
のうえで、判例をもとに、具体的な税務上の時価について争ったケースを確認することで、税務上の時価
の考え方を理解する。 

 

Ⅱ．税務上の時価 

(1) 税務上の時価とは 
税務における財産の「時価」が具体的に何を指しているか。法令上の定義はないが、一般に「客観的交

換価値」、すなわち不特定多数の当事者間の自由な取引により形成される価額をいうものと解されている
（判例等）。 
この点、非上場株式は、証券市場等に上場していない取引相場のない株式のことであり、通常は譲渡制

限のある非公開株式として譲渡には取締役会の承認が必要となるので、そもそも不特定多数による第三
者間の取引が想定されていない。このような非上場株式について客観的交換価値を把握できるのかとい
う疑問も生じるが、たとえ不特定多数の市場参加者がいなくとも、その価額が対等な関係にある独立し
た第三者間において、特別な動機が除かれた自由な取引により価格が形成されるような場合には、客観
的交換価値を表しているといえ、税務上の時価として認められると考える。 
しかし、非上場株式の譲渡を行う当事者は、親子・親戚間、役員や取引先など、何らかの関係がある者

との間柄であることが多く、第三者間のM&A 等を除けば、対等な関係にある第三者間での取引が行われ
ることは稀である。多くのケースにおいて、取引価額から税務上の時価を知ることはできない。 
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(2) 財産評価基本通達による評価 
では、どのように税務上の時価としての株価を算定するのか。課税実務上、財産評価については、相続

税法における一般的基準として「財産評価基本通達（以下、評価通達という。）」が定められている。相続
等により財産を取得した場合には、この評価方法に従って画一的に評価する方法がとられている。 
 
 ここに通達とは、「上級行政庁の下級行政庁への命令であり、行政組織の内部では拘束力をもつが、国
民に対して拘束力をもつ法規ではなく、裁判所もそれに拘束されない」（「租税法」金子宏著）とあるよう
に、法令としての定めではなく、その多くが国税庁長官により発出される税務職員にとっての内規に過
ぎないものである。しかし、評価通達にもとづいて税務上の時価の算定を行うことには合理性があると
して判例上も評価通達により算定することを認めている。（文末【判例１】参照）。 
 
また、評価通達は、本来「相続税法」の法令解釈通達にあたるため、相続税・贈与税の算定時に適用さ

れるものであるが、株式が譲渡された場合に「所得税」や「法人税」を算定する際の株価算定にも利用さ
れている。税法によって目的が異なるため、評価通達に一定の条件を付して利用することになるが、他の
税法においても評価通達を利用することは、判例上でも認められている（文末【判例 2】参照）。 

 
(3) 低額譲渡について 
 評価通達により算定した株価（税務上の時価）よりも取引価額が低い場合には、株式を時価よりも低い
価額で買ったことになるため、その差額部分については、贈与もしくは譲渡があったものとみなされて、
贈与税（みなし贈与課税）や所得税（みなし譲渡課税）等が生じる可能性がある。 
 
 当初、納税者において、第三者との間で成立した取引価額は、客観的交換価値があるものと判断し、取
引価額を税務上の時価として扱って申告する場合であっても、客観的交換価値といえるかの判断につい
ては明確な基準もないため、後から客観的交換価値はないと指摘されて争いになる可能性もある。この
ような場合には評価通達による評価が求められることになる。「取引価額＜評価通達による評価額」とな
っている場合には、突然「みなし贈与」「みなし譲渡」などの課税が起きる可能性もあるので、十分注意
が必要である。 
 
 以下、個人株主が、個人もしくは法人に譲渡した場合の税務上の時価の考え方と、その時価よりも対価
が低い場合の課税上の取扱いについて、整理したものが下表（図１）（図２）である。 
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個人から個人への譲渡 個人から法人（発行法人以外）への譲渡 

個人(売手)  
 
 
 
対価の額がそのま
ま譲渡所得の収
入金額となる(所
法 36①) 

個人(買手)   
対価＜時価の場合、 

 みなし贈与の可能性 
 
この場合（相法７）の
時価は、評価通達178
～189-7 

個人(売手)   
 対価＜時価の場合、 
 みなし譲渡の可能性 
 
この場合(所法 59）の時
価は、所基通23～35共
-9(4)に従って算定★ 
 
 
所基通 23～35共-9(4) 
 

法人(買手)   
 対価＜時価の場合、 
受贈益課税の可能性 

 
法人の収益は常に時価で
把握（法法 22②） 
この場合の時価は、法基
通 4-1-5等に従って算定 
  
法基通 4-1-5、4-1-6 

・売買実例がない。 
・公開途上でない。 
・類似法人がない。 
    ↓ 
・純資産価額等を参
酌して通常取引される
と認められる価額 
    ↓ 
原則として、評価通達
178～189-7 に所基
通 59-6 の修正を加
えたもの 

・売買実例がない。 
・公開途上でない。 
・類似法人がない。 
    ↓ 
・純資産価額等を参酌
して通常取引されると認
められる価額 
    ↓ 
課税上弊害がない限
り、評価通達 178～
189-7 に法基通 4-1-
6 の修正を加えたもの 

個人から法人（発行法人）への譲渡  ＝自己株式 

発行法人(買手)  
 
課税関係は生じない 

 
 
（自己株式取得は、資
本の部のマイナス項目） 
 

個人(売手) 
  
対価＜時価の場合、 

 みなし譲渡の可能性 
 
※なお、対価の額のうち、
対応する資本金等の額を
超える部分は、みなし配当
所得となる ※１ 
 
・時価は上記★と同じ 

（下記Ⅲ参照） （下記Ⅳ参照） 

（下記Ⅴ参照） 

※１ 相続により取得した一定の株式を申
告期限から 3 年以内に譲渡した場合には、
すべてが譲渡所得等となる特例がある。 

同族会社の
場合 
   ↓ 
相法 9条の 
みなし贈与の
可能性 
(既存株主） 

同族会社の
場合 
   ↓ 
相法 9条の 
みなし贈与の
可能性 
(既存株主） 

図１ 【個人が非上場株式を譲渡した場合の税務上の時価の考え方】 
 
 
 
 その取引価額は 

そのまま税務上の時価 
Yes 

No 

その取引価額は 
客観的交換価値※であ

るといえるか︖ 

（非上場株式の）譲渡 

税務上の時価は 評価通達等により算定 

（例）対等な立場の第三者間M&A 

① 取引価額＜時価（評価通達等） ➡ 低額譲渡 として課税の可能性（下図２参照） 
② 取引価額＞時価（評価通達等） ➡ 高額譲渡 として課税の可能性（詳細は割愛） 

※ 非上場株式の取引価額が客観的交換価値といえるかは、
一般に、第三者間で行われる自由な取引のもと、その価格形成
に恣意性が入っていないといえるか等を考慮して判断することにな
ると考えられるが、明確な判断基準はなく、個別に判断が必要。 

  

図２ 【個人が非上場株式を譲渡する場合の、低額譲渡の課税関係と税務上の時価】 
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Ⅲ．税務上の時価と低額譲渡・その１（個人から個人への譲渡） 

個人から個人へ譲渡を行った場合の課税関係は、通常は譲渡者（売手）に譲渡所得への課税が行われて
完了するが、もし「対価」が「税務上の時価（客観的交換価値）」よりも著しく低い価額になっている場
合には、その差額について、譲受者（買手）にみなし贈与の課税が発生する。そのため、税務上の時価を
算定し、対価が著しく低いものとなっているか、判定を行う必要がある。 

 
（１）個人が個人に譲渡した場合の課税関係（対価＝時価の場合） 

売手（個人） 譲渡所得への課税がある（所得税の申告分離課税） 
買手（個人） 課税関係は生じない（財産を取得するのみ） 

 
（２）対価が、税務上の時価よりも著しく低い場合（低額譲渡の場合） 

 課税関係 税務上の時価 
売手（個人） 譲渡所得への課税がある（所得税の申告分離課税） 

 
 

買手（個人） 
 

時価よりも著しく低い価額により譲渡を受けた場
合には、対価と時価との差額について、みなし贈与
の課税（相続税法 7 条）を受ける。 

評価通達 178～189-7に 
従って算定 

 
【個人から個人への非上場株式の低額譲渡時】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
① みなし贈与とは（相続税法 7条） 
贈与税は、本来は民法上の贈与契約を前提に移転した財産について課税が行われるが、法律上の贈与に

より取得したものでなくても、経済的な利益を受けたことで、実質的には贈与と同様の経済効果が生じる
場合には、その部分につき贈与により取得したとみなして課税が行われる。 
 
 
 

売手 買手 

税務上の時価 

実際の対価 

みなし贈与＝贈与税課税 

※売手と買手で、それぞ
れ異なる金額が申告の
対象となる。 

【イメージ図】 

株式 
譲渡収入 

（所得税課税） 

※ 買手側にみなし贈与課
税が発生する場合であって
も売手は影響を受けず、(1)
の場合と同様に、対価によ
り譲渡所得を計算する。 
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② みなし贈与判定時における（税務上の）時価とは 
みなし贈与における「税務上の時価」が何を指すかは、法令上の規定はなく、実務上では通常、評価通

達により評価が行われている。 
 この点について、本条の時価に対する考え方を判例で確認すると、”時価＝客観的交換価値”を大前提と
しつつも、マーケットがない非上場株式にみるように、財産の価額の把握は難しいことから、通常は、評
価通達により税務上の時価を評価することができるとされている（最終ページに掲載の判例 1 参照）。 
 
③ 評価通達における株価算定について 
 評価通達における非上場株式の株価算定方法は、178～189-7 に具体的に定められており、みなし贈与
の時価評価もこれに従うことになるが、買手の立場によって株価の算定方法は異なる。つまり、買手が支
配株主である場合は原則的評価方式が適用されて比較的高い株価となることが多く、少数株主である場
合は、特例的評価方式が適用されて比較的低い株価となることが多い。同じ取引であっても、取得後にお
いて買手が支配株主となる場合と少数株主となる場合とで、「税務上の時価」は異なる金額となる。 
・買手が、取得後に支配株主となる場合→原則的評価方式（類似業種比準方式、純資産価額方式等） 
・買手が、取得後に少数株主となる場合→特例的評価方式（配当還元方式） 

 
④ 時価より著しく低い価額とは 
みなし贈与に関する「時価より著しく低い価額」の判定基準についても、明文規定はない。参考となる

情報としては、国税庁 HP のタックスアンサーNo.4423「個人から著しく低い価額で財産を譲り受けたと
き」の中で下記のような記述がある（https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/zoyo/4423.htm）。 

つまり、事案ごとに個別に判定するしかない。また、後述するみなし譲渡課税では「著しく低い価額で
の対価」の判定基準として「2分の 1未満」であることが所得税法施行令で明記されているが、それとも
異なるものだと説明されている。 
判決例としては、昭和 53 年 5 月 11 日の大阪地方裁判所の判決で「4 分の 3 未満の額を指すと解する

のが相当」という判示もあるが、実務的には税務上の時価に近い価額で評価せざるをえない状況だと思わ
れる。 

相続税法 第 7 条（贈与又は遺贈により取得したものとみなす場合） 
著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受けた場合においては、当該財産の譲渡があつた時において、当該

財産の譲渡を受けた者が、当該対価と当該譲渡があつた時における当該財産の時価（当該財産の評価につい
て第三章に特別の定めがある場合には、その規定により評価した価額）との差額に相当する金額を当該財産
を譲渡した者から贈与（当該財産の譲渡が遺言によりなされた場合には、遺贈）により取得したものとみな
す。（以下略） 

国税庁 タックスアンサーNo.4423「個人から著しく低い価額で財産を譲り受けたとき」 
■著しく低い価額の対価であるかどうかの判定 
著しく低い価額の対価であるかどうかは、個々の具体的事案に基づき判定することになります。 
この判定基準は、法人に対して譲渡所得の基因となる資産の移転があった場合に時価で譲渡があったもの
とみなされる「著しく低い価額の対価」の額の基準「資産の時価の 2 分の 1 に満たない金額」とは異なる
ものです。 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/zoyo/4423.htm
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Ⅳ．税務上の時価と低額譲渡・その２（個人から法人（発行法人以外）への譲渡） 

個人から法人（発行法人以外）へ譲渡を行った場合の課税関係も、上記Ⅲと同様に、通常は譲渡者（売
手）の譲渡所得への課税が行われて完了するが、もし「対価」が「税務上の時価（客観的交換価値）」よ
りも著しく低い価額になっている場合には、譲渡者（売手）にみなし譲渡の課税が発生する。一方で、譲
受者（買手）についても、差額について受贈益が発生する。 
そのため、まず税務上の時価を算定し、売手はその対価が著しく低い価額になっていないか、買手は対

価が時価に一致しているかを確認することが必要となる。 
 
（１） 個人が法人（発行法人以外）に対し譲渡した場合の課税関係（対価＝時価の場合） 

売手（個人） 譲渡所得への課税がある（所得税の申告分離課税） 
買手（法人） 課税関係は生じない（財産を取得するのみ） 

 
（２）対価が、税務上の時価よりも低い場合（低額譲渡） 

 課税関係 税務上の時価 
売手（個人） 対価が税務上の時価よりも低い場合、差額につい

て下記の課税が生じる可能性がある 
①著しく低い場合(対価が時価の 2分の 1未満) 
…みなし譲渡課税（時価ベースに引き直し） 

②対価が時価の 2分の 1以上 
…同族会社の行為計算否認の規定(所得税法

157 条、所得税基本通達 59-3)により時価
ベースに引き直しの可能性 

売買実例等がない場合、原
則として、評価通達 178～
189-7に一定の条件（所基通
59-6）を付して算定 

買手(法人) 
 
※発行法人を
除く 

■課税関係 
税務上の時価（法人税法 22 条）と対価との差額
は、受贈益として法人税の課税が行われる 
 

売買実例等がない場合、課
税上弊害がない限り、評価
通達 178～189-7 に一定の
条件（法基通 4-1-6）を付し
て算定 

買手側法人の
既存株主への
影響 
 

※同族会社の既存株主への課税の可能性（相続税法 9条のみなし贈与） 
 買手（法人）が同族会社である場合に、個人から著しく低い価額で譲り受け
たことにより、買手法人の株式の価値が値上がりし、既存の株主の保有する株
式価値が増加したときは、その既存株主がその増加部分を売手(個人)から贈与
により取得したものとみなす（相続税法 9条、相基通 9-2） 
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 【個人から法人への非上場株式の低額譲渡時】 

① 売手（個人株主）にとっての税務上の時価と、みなし譲渡課税 
個人が法人へ非上場株式を譲渡する場合に、対価が（税務上の）時価よりも著しく低い価額となってい

るときは、時価と対価の差額についてみなし譲渡があったものとされ（所得税法 59 条）、譲渡所得の計
算上、収入金額は、対価ではなく「税務上の時価」をベースにして計算されることになる。 
この場合の税務上の時価は、どのように算定されるだろうか。所得税法 59条における「その時におけ

る価額」は、所基通 23～35 共―９に算定方法が示されている。売買実例等が無い場合には、原則として
評価通達 178～189-7に一定の条件（所基通 59-6）を加えて株価算定を行うことになる。 
なお、著しく低い価額の判定は、対価がこの税務上の時価の 2 分の 1 未満となっているか否かで行わ

れる。また、法人が同族会社である場合には、2分の 1以上であっても、同族会社の行為計算否認の規定
が適用される可能性もある。 

 
【個人から法人へ低額譲渡する場合におけるみなし譲渡課税】 

 
 
 
 
 
 
 
」 
 
 
【個人から法人（同族会社）へ低額譲渡する場合における同族会社の行為計算否認の規定】 

所得税法 第５９条（贈与等の場合の譲渡所得等の特例）（1 項抜粋） ※みなし譲渡 
次に掲げる事由により居住者の有する山林（事業所得の基因となるものを除く。）又は譲渡所得の基因と

なる資産の移転があつた場合には、その者の山林所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額の計算につ
いては、その事由が生じた時に、その時における価額に相当する金額により、これらの資産の譲渡があつた
ものとみなす。 
一 贈与（法人に対するものに限る。）又は相続（限定承認に係るものに限る。）若しくは遺贈（法人に対す
るもの及び個人に対する包括遺贈のうち限定承認に係るものに限る。） 
二 著しく低い価額の対価として政令で定める額による譲渡（法人に対するものに限る。） 
 
所得税法施行令 第１６９条 （時価による譲渡とみなす低額譲渡の範囲） ※2 分の 1 基準 
 法第五十九条第一項第二号（贈与等の場合の譲渡所得等の特例）に規定する政令で定める額は、同項に規
定する山林又は譲渡所得の基因となる資産の譲渡の時における価額の二分の一に満たない金額とする。 

売手 
(個人) 

実際の対価 

※売手と買手で、それぞ
れ税務上の時価が異な
る場合がある。 

売手の税務上の時価 
買手の税務上の時価 

受
贈
益 

み
な
し 

譲
渡 

【イメージ図】 

買手 
(法人) 

株式 
譲渡収入 

（所得税課税） 

所得税基本通達５９－３ （同族会社等に対する低額譲渡）   ※同族会社の行為計算否認の規定 
山林（事業所得の基因となるものを除く。）又は譲渡所得の基因となる資産を法人に対し時価の 2 分の 1

以上の対価で譲渡した場合には、法第 59 条第 1 項第 2 号の規定の適用はないが、時価の 2 分の 1 以上の対
価による法人に対する譲渡であっても、その譲渡が法第 157 条《同族会社等の行為又は計算の否認》の規定
に該当する場合には、同条の規定により、税務署長の認めるところによって、当該資産の時価に相当する金
額により山林所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額を計算することができる。 
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【個人が法人へ譲渡する場合の税務上の時価】 

所基通 23～35 共―９（株式等を取得する権利の価額） 
令第 84 条第３項第１号及び第２号に掲げる権利の行使の日又は同項第３号に掲げる権利に基づく払込み

若しくは給付の期日（払込み又は給付の期間の定めがある場合には，当該払込み又は給付をした日。以下こ
の項において「権利行使日等」という。）における同条第３項本文の株式の価額は，次に掲げる場合に応
じ，それぞれ次による。 
（１） これらの権利の行使により取得する株式が金融商品取引所に上場されている場合  当該株式につ
き金融商品取引法第 130 条の規定により公表された最終の価格（同日に最終の価格がない場合には，同
日前の同日に最も近い日における最終の価格とし，２以上の金融商品取引所に同一の区分に属する最終の
価格がある場合には，当該価格が最も高い金融商品取引所の価格とする。以下この項において同じ。）と
する。 

（２） これらの権利の行使により取得する株式に係る旧株が金融商品取引所に上場されている場合におい
て，当該株式が上場されていないとき  当該旧株の最終の価格を基準として当該株式につき合理的に計
算した価額とする。 

（３） （１）の株式及び（２）の旧株が金融商品取引所に上場されていない場合において，当該株式又は
当該旧株につき気配相場の価格があるとき  （１）又は（２）の最終の価格を気配相場の価格と読み替
えて（１）又は（２）により求めた価額とする。 

（４） （１）から（３）までに掲げる場合以外の場合  次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める価
額とする。 
イ 売買実例のあるもの  最近において売買の行われたもののうち適正と認められる価額 
ロ 公開途上にある株式で，当該株式の上場又は登録に際して株式の公募又は売出し（以下この項におい
て「公募等」という。）が行われるもの（イに該当するものを除く。）  金融商品取引所又は日本証券
業協会の内規によって行われるブックビルディング方式又は競争入札方式のいずれかの方式により決定
される公募等の価格等を参酌して通常取引されると認められる価額 

（注）略 
ハ 売買実例のないものでその株式の発行法人と事業の種類，規模，収益の状況等が類似する他の法人の
株式の価額があるもの  当該価額に比準して推定した価額 

ニ イからハまでに該当しないもの  権利行使日等又は権利行使日等に最も近い日におけるその株式の
発行法人の１株又は１口当たりの純資産価額等を参酌して通常取引されると認められる価額 

（以下略） 

所基通５９－６（株式等を贈与等した場合の「その時における価額」） 
法第 59 条第１項の規定の適用に当たって，譲渡所得の基因となる資産が株式（株主又は投資主となる権

利，株式の割当てを受ける権利，新株予約権（新投資口予約権を含む。以下この項において同じ。）及び新
株予約権の割当てを受ける権利を含む。以下この項において同じ。）である場合の同項に規定する「その時
における価額」は，23～35 共―９に準じて算定した価額による。この場合，23～35 共―９の（４）ニに
定める「１株又は１口当たりの純資産価額等を参酌して通常取引されると認められる価額」については，
原則として，次によることを条件に，昭和 39 年４月 25 日付直資 56・直審（資）17「財産評価基本通達」
（法令解釈通達）の 178 から 189―７まで｟取引相場のない株式の評価｠の例により算定した価額とす
る。 
(1) 財産評価基本通達 178、188、188－6、189－2、189－3 及び 189－4 中「取得した株式」とあるのは
「譲渡又は贈与した株式」と、同通達 185、189－2、189－3 及び 189－4 中「株式の取得者」とあるの
は「株式を譲渡又は贈与した個人」と、同通達 188 中「株式取得後」とあるのは「株式の譲渡又は贈与
直前」とそれぞれ読み替えるほか、読み替えた後の同通達 185 ただし書、189－2、189－3 又は 189－4
において株式を譲渡又は贈与した個人とその同族関係者の有する議決権の合計数が評価する会社の議決
権総数の 50％以下である場合に該当するかどうか及び読み替えた後の同通達 188 の(1)から(4)までに定
める株式に該当するかどうかは、株式の譲渡又は贈与直前の議決権の数により判定すること。 

(2) 当該株式の価額につき財産評価基本通達 179 の例により算定する場合（同通達 189-3 の(1)において
同通達 179 に準じて算定する場合を含む。）において、当該株式を譲渡又は贈与した個人が当該譲渡又は
贈与直前に当該株式の発行会社にとって同通達 188 の(2)に定める「中心的な同族株主」に該当するとき
は、当該発行会社は常に同通達 178 に定める「小会社」に該当するものとしてその例によること。 
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 この評価通達 178～189-7に規定する非上場株式の株価の算定方法に従う場合、株価は売手である個人
の立場に応じ、それぞれ下記のような評価方法により計算される。 
  ・売手（個人株主）が支配株主の場合→ 原則的評価方式（類似業種比準方式、純資産価額方式等） 
  ・売手（個人株主）が少数株主の場合→ 特例的評価方式（配当還元方式） 
 
②買手（法人）にとっての税務上の時価 
 法人の収益の額については、常に時価で計算することになる（法人税法 22 条②）。時価と対価に差額
が生じる場合には、この差額について、受贈益があったものとして、法人所得の計算上の益金となり、課
税対象となる。 

 
 この場合の買手法人にとっての税務上の時価は、通常、法人税法基本通達 2-3-4 により準用する 4-1-
5、4-1-6（改正前は 9-1-13、9-1-14）により計算することになるため、売買実例等が無い場合には、課税
上弊害が無い限り、評価通達 178～189-7による評価に一定の条件を付して算出した金額をもって算出す
ることになる。 

法人税 （第二款 各事業年度の所得の金額の計算の通則） 第 22 条 
２ 内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額に算入すべき金額は、別段の定め
があるものを除き、資産の販売、有償又は無償による資産の譲渡又は役務の提供、無償による資産の譲受け
その他の取引で資本等取引以外のものに係る当該事業年度の収益の額とする。 
 

法基通 4－1－5 （市場有価証券等以外の株式の価額） 
 市場有価証券等以外の株式について法第 25 条第 3 項《資産評定による評価益の益金算入》の規定を適用
する場合において、再生計画認可の決定があった時の当該株式の価額は、次の区分に応じ、次による。（平
17 年課法 2－14「七」により追加、平 19 年課法 2－3「十五」、平 19 年課法 2－17「九」、平 22 年課法 2
－1「十三」、令 2 年課法 2－17「四」により改正） 
 
(1) 売買実例のあるもの 当該再生計画認可の決定があった日前 6 月間において売買の行われたもののう
ち適正と認められるものの価額 
(2) 公開途上にある株式（金融商品取引所が内閣総理大臣に対して株式の上場の届出を行うことを明らか
にした日から上場の日の前日までのその株式）で、当該株式の上場に際して株式の公募又は売出し（以下
4－1－5 において「公募等」という。）が行われるもの（(1)に該当するものを除く。） 金融商品取引所の
内規によって行われる入札により決定される入札後の公募等の価格等を参酌して通常取引されると認めら
れる価額 
(3) 売買実例のないものでその株式を発行する法人と事業の種類、規模、収益の状況等が類似する他の法
人の株式の価額があるもの（(2)に該当するものを除く。） 当該価額に比準して推定した価額 
(4) (1)から(3)までに該当しないもの 当該再生計画認可の決定があった日又は同日に最も近い日におけ
るその株式の発行法人の事業年度終了の時における 1 株当たりの純資産価額等を参酌して通常取引される
と認められる価額 
 
 

 
(3) 当該株式の発行会社が土地（土地の上に存する権利を含む。）又は金融商品取引所に上場されている有
価証券を有しているときは、財産評価基本通達 185 の本文に定める「1 株当たりの純資産価額（相続税評
価額によって計算した金額）」の計算に当たり、これらの資産については、当該譲渡又は贈与の時におけ
る価額によること。 

(4) 財産評価基本通達 185 の本文に定める「1 株当たりの純資産価額（相続税評価額によって計算した金
額）」の計算に当たり、同通達 186-2 により計算した評価差額に対する法人税額等に相当する金額は控除
しないこと。 
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 評価通達に従って算出する場合には、買手法人の立場に応じ、下記のような評価方法となる。 
・買手（法人株主）が取得後に支配株主である場合→ 原則的評価方式 

（類似業種比準方式、純資産価額方式等） 
・買手（法人株主）が取得後に少数株主である場合→ 特例的評価方式（配当還元方式） 

 
③ 発行法人の株主（既存株主）について 

発行法人が同族会社である場合には、時価よりも著しく低い対価で譲渡することで、発行法人の既存
株主に相続税法 9 条のみなし贈与税が課される可能性がある。なお、この場合の著しく低い価額の対
価の判定基準は相続税法 7 条と同様、明文化されていない。 

 
【みなし贈与（相続税法 9 条）関係の規定】 

法基通 4－1－6 （市場有価証券等以外の株式の価額の特例） 
 法人が、市場有価証券等以外の株式（4－1－5 の(1)及び(2)に該当するものを除く。）について法第 25
条第 3 項《資産評定による評価益の益金算入》の規定を適用する場合において、再生計画認可の決定があ
った時における当該株式の価額につき昭和 39 年 4 月 25 日付直資 56・直審（資）17「財産評価基本通達」
（以下 4－1－6 において「財産評価基本通達」という。）の 178 から 189－7 まで《取引相場のない株式の
評価》の例によって算定した価額によっているときは、課税上弊害がない限り、次によることを条件とし
てこれを認める。（平 17 年課法 2－14「七」により追加、平 19 年課法 2－3「十五」、平 19 年課法 2－17
「九」、平 22 年課法 2－1「十三」、令 2 年課法 2－17「四」により改正） 
(1) 当該株式の価額につき財産評価基本通達 179 の例により算定する場合（同通達 189－3 の(1)において
同通達 179 に準じて算定する場合を含む。）において、当該法人が当該株式の発行会社にとって同通達 188
の(2)に定める「中心的な同族株主」に該当するときは、当該発行会社は常に同通達 178 に定める「小会
社」に該当するものとしてその例によること。 
(2) 当該株式の発行会社が土地（土地の上に存する権利を含む。）又は金融商品取引所に上場されている
有価証券を有しているときは、財産評価基本通達 185 の本文に定める「1 株当たりの純資産価額（相続税
評価額によって計算した金額）」の計算に当たり、これらの資産については当該再生計画認可の決定があっ
た時における価額によること。 
(3) 財産評価基本通達 185 の本文に定める「1 株当たりの純資産価額（相続税評価額によって計算した金
額）」の計算に当たり、同通達 186－2 により計算した評価差額に対する法人税額等に相当する金額は控除
しないこと。 
 

相続税基本通達 9-2 (株式又は出資の価額が増加した場合) 
 同族会社(法人税法(昭和 40 年法律第 34 号)第 2 条第 10 号に規定する同族会社をいう。以下同じ。)の
株式又は出資の価額が、例えば、次に掲げる場合に該当して増加したときにおいては、その株主又は社
員が当該株式又は出資の価額のうち増加した部分に相当する金額を、それぞれ次に掲げる者から贈与に
よって取得したものとして取り扱うものとする。この場合における贈与による財産の取得の時期は、財
産の提供があった時、債務の免除があった時又は財産の譲渡があった時によるものとする。(昭 57 直資
7-177 改正、平 15 課資 2-1 改正) 
(1) 会社に対し無償で財産の提供があった場合 当該財産を提供した者 
(2) 時価より著しく低い価額で現物出資があった場合 当該現物出資をした者 
(3) 対価を受けないで会社の債務の免除、引受け又は弁済があった場合 当該債務の免除、引受け又は弁
済をした者 
(4) 会社に対し時価より著しく低い価額の対価で財産の譲渡をした場合 当該財産の譲渡をした者 

相続税法 （第二節 相続若しくは遺贈又は贈与により取得したものとみなす場合） 
第９条 第五条から前条まで及び次節に規定する場合を除くほか、対価を支払わないで、又は著しく低い
価額の対価で利益を受けた場合においては、当該利益を受けた時において、当該利益を受けた者が、当該
利益を受けた時における当該利益の価額に相当する金額（対価の支払があつた場合には、その価額を控除
した金額）を当該利益を受けさせた者から贈与（当該行為が遺言によりなされた場合には、遺贈）により
取得したものとみなす。（以下略） 
 



 

12  
（３） 同一取引に対して、買手と売手で税務上の時価が異なる可能性について 
 一つの取引に対する対価の額は一つしかない。しかし、売手も買手も、税務上の時価の算出はそれぞれ
の立場で行うため、支配株主が少数株主に譲渡する場合、あるいは少数株主が支配株主に譲渡する場合に
は、売手と買手で異なる金額となる場面も生じうる（一物二価）。この場合、それぞれの時価により、税
務申告を行うことになる。 
 
【一物二価となる例】 

 買手側 
取得後、少数株主 取得後、支配株主 

売手側 譲渡前、少数株主 （売手）特例的評価方式 
（買手）特例低評価方式 

（売手）特例的評価方式 
（買手）原則的評価方式 

譲渡前、支配株主 （売手）原則的評価方式 
（買手）特例的評価方式 

（売手）原則的評価方式 
（買手）原則的評価方式 

 
Ⅴ．税務上の時価と低額譲渡・その３（個人から発行法人へ譲渡する場合／自己株式の取得） 
 
個人から発行法人へ譲渡を行った場合の課税関係は、買手の法人にとっては自己株式の取得となるた

め、上記Ⅳ（他社株式を譲渡する場合）とは異なるものとなる。 
個人（売手）の立場から見た場合、売却により取得する対価は、法人から株主への「株主資本の払戻し」

を受けたものとして取り扱われる。そのため、譲渡収入のうち、「対価の額」が「資本金等の額」を超え
る部分についてはみなし配当としての課税となる。一方、発行法人（買手）から見た場合には、自己株式
の取得となるため、純資産の部の減少項目として取り扱われ、課税関係は生じないものと解されている
（ただし、税務上のみなし配当に該当する部分につき、源泉徴収が必要となる）。 
 
（１） 個人株主から発行法人に譲渡した場合（自己株式の売買）の課税関係（対価＝時価） 

売手（個人） 譲渡所得への課税がある（所得税の申告分離課税） 
ただし、譲渡収入のうち、「対価の額」が「資本金等の額」を超える部
分については、利益積立金額の払戻しに相当すると考え、みなし配当
として課税(※１)される 

買手（発行法人） 課税関係は生じない（資本取引に該当） 
※１ 被相続人から相続した非上場株式について、相続税申告書の提出期限から 3 年以内に発行法人へ譲渡した場合

には、みなし配当ではなく、譲渡収入として取り扱う（租税特別措置法 9 条の 7） 

法人税法 第 2 条(定義) 第 10 号 
十 同族会社 会社（投資法人を含む。以下この号において同じ。）の株主等（その会社が自己の株式（投
資信託及び投資法人に関する法律（昭和二十六年法律第百九十八号）第二条第十四項（定義）に規定する投
資口を含む。以下同じ。）又は出資を有する場合のその会社を除く。）の三人以下並びにこれらと政令で定め
る特殊の関係のある個人及び法人がその会社の発行済株式又は出資（その会社が有する自己の株式又は出資
を除く。）の総数又は総額の百分の五十を超える数又は金額の株式又は出資を有する場合その他政令で定め
る場合におけるその会社をいう。 
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（２） 対価が、税務上の時価より低い場合（低額譲渡） 
① 個人(売手)について 

個人から発行法人への譲渡における対価が、税務上の時価よりも低い場合には、上記(1)の譲渡所得
課税・みなし配当課税に加え、税務上の時価と対価の差額について、みなし譲渡課税が発生する可能性
がある。 
具体的には、対価が税務上の時価よりも著しく低い場合（時価の 2 分の 1 未満）にはみなし譲渡と

して課税されるが、2分の 1以上でも同族会社の行為計算否認にあたるとされた場合（所法 157、所基
通 59-3）には、時価に引き直され、その差額につき譲渡所得として課税される。 

② 発行法人（買手）について（自己株式の取得） 
発行法人（買手）では、自己株式の取得となるため、譲渡対価について、株主資本の払戻しの処理を

おこなうこととなる。純資産の部の控除項目となり、法人税課税は発生しないものと考えられる。 
③ 発行法人の株主（既存株主）について 

発行法人が同族会社である場合には、時価よりも著しく低い対価で譲渡することで、発行法人の既存
株主に相続税法 9条のみなし贈与税が課される可能性がある。 

  
 課税関係 税務上の時価 
売手（個人） 【上記Ⅳと同様】 

対価が税務上の時価よりも低い場合、差額に
ついて下記の課税が生じる可能性がある 
①対価が時価の 2分の 1未満 
…みなし譲渡課税 

②対価が時価の 2分の 1以上 
…同族会社の行為計算否認の規定の適用 

売買実例等がない場合、原則
として、評価通達 178～189-
7 に一定の条件（所基通 59-
6）を付して算定した価額に
より計算される 

買手（発行法人） 課税関係は発生しない  
発行法人の既存
株主への影響 

相続税法 9 条のみなし贈与の可能性（詳細は上記Ⅳ参照） 

 
【個人から発行法人への非上場株式の低額譲渡】 

  
 
 
 
 
 
 
 
 

売手 買手 

実際の対価 

買い手の 
税務上の時価 

み
な
し 

譲
渡
収
入 

資
本
金

等
の
額 

みなし 
譲渡 

みなし 
配当 

譲渡収入 

株
主
資
本
の
払
戻
し 

︵
純
資
産
の
部
か
ら
控
除
︶ 
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Ⅵ．評価通達によることが出来ない場合（特別な事情があると認められる場合） 

 ここまでみてきたように、非上場株式の税務上の時価については、客観的な交換価値を得られる市場等
がないため、多くの場合は、評価通達か、評価通達に一定の条件を付した方法で株価を算定することにな
る。しかし、評価通達を形式通りに適用し株価算定をした場合であっても、これらの株価が適正な税務上
の時価として認められないケースがある。 
 これは、評価通達という画一的な評価方法が認められるのは、それにより租税負担の実質的公平を実現
することができるとの考えを前提としているのであるが、むしろ租税負担の公平を著しく害し、評価通達
の趣旨に反するような「特別な事情」が認められる場合には、評価通達ではなく、より客観的交換価値を
反映できる方法によるべき、との考えに基づくものである。ただし、「特別な事情」があるか否かは、明
確な基準もないことから、個々の案件ごとに、過去の判決や裁決を参考に、趣旨に照らして判断するしか
ない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 19 年 1 月 31 日判決 東京地方裁判所より 
 
（略）課税実務上は，財産評価の一般的基準が評価通達によって定められ，これに定められた評価方法に

よって画一的に評価する方法が執られている。このような扱いは，納税者間の公平，納税者の便宜及び徴税
費用の節減という見地からみて合理的であり，一般的には，すべての財産についてこのような評価を行うこ
とは，租税負担の実質的公平を実現することができ，租税平等主義にかなうものである。 
したがって，評価通達に定められた評価方法を画一的あるいは形式的に適用することによって，かえって実
質的な租税負担の公平を著しく害し，相続税法あるいは評価通達自体の趣旨に反するような結果を招くとい
うような特別な事情が認められない限り，評価通達に定められた評価方法によって画一的に時価を評価する
ことができるというべきである。 
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Ⅶ．税務上の時価と判例 

ここまでは基本的な課税上の取り扱いをまとめた。税務の視点からすれば、時価と対価の関係について
は常に意識されるところである。しかし、実際の取引を行っている当事者にとっては互いに合意した取引
価額こそが適正な価額であると考えて税務申告する場合もあり、これに対し、課税庁が取引価額ではな
く、評価通達により評価すべきであると課税処分を行う、といった時価をめぐる争いが多く生じている。 
そこで、税務上の時価について、取引価額なのか、それとも評価通達によるよるべきなのかを争った事

例や、取引価額を評価通達による方法で算定したにもかかわらずそれが認められなかった事例など、裁判
所の考え方の参考になるものを、時価の論点に絞って整理した。 

 
 

１．取り上げた判例の一覧 
  売手 買手 概要 
１ 個

人 
⇩ 
個
人 

同族外株主 
116 名 

代表取締役 
 
 

平成 19.1.31 判決（東京地裁） 納税者敗訴 
代表取締役が第三者（同族ではない株主 116 名）か
ら買い集めた場合において、その第三者との間で合
意された取引価額は税務上の時価（客観的交換価
値）といえるか 
 →同族外である独立した第三者との取引ではあ
るが、会社代表者から一方的に決められた価額とな
っており、客観的交換価値を評価したものとはいえ
ない（評価通達の原則的評価方式によるべき） 

２ 
 

個
人 
⇩ 
個
人 

従業員 代表取締役 
 
 

平成 3.11.12 判決（仙台地裁） 納税者敗訴 
従業員持株制度により従業員（同族外）から代表取
締役へ額面@50 で売戻すという譲渡において、そ
の額面@50 は税務上の時価（客観的交換価値）とい
えるか（@50 で売り戻すという約束に基づくもの） 
 →代表取締役は、取得後、他の従業員へ割当をし
ないまま数年にわたり配当を受け、実質的には代表
取締役への譲渡となっており、価額の取り決め方も
市場原理に基づいたものではない。評価通達による
評価とすべきで、額面では税務上の時価とはいえな
い（原則的評価方式によるべき） 

３ 個
人 
⇩ 
個
人 

会長 
（評価会社） 

取引先の会長 
 
 
 

平成 17.10.12判決（東京地裁） 納税者勝訴 
会長（同族株主）から、取引先の会長（非同族株主）
への譲渡について、その譲渡価額（配当還元を少し
上回る価額）は、前年に行った金融機関との売買実
績の価格よりも低い価額となっているが、税務上の
時価（客観的交換価値）といえるか 

相続税法７条の 
みなし贈与課税か 

相続税法７条の 
みなし贈与課税か 

相続税法７条の 
みなし贈与課税か 
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 →取引関係にある金融機関との 5 つの取引事例
については、主観的事情を捨象したものとはいえず
売買実例価額とはいえないため、評価通達通りに評
価すべき（配当還元方式によるべき） 

４ 個
人 
⇩  
法
人 
 

代表取締役 
 
 

グループ関係会社 平成 27.5.13 判決（最高裁） 納税者敗訴 
平成 26.4.23（東京高裁） 
平成 25.10.22（東京地裁）  
個人（同族株主）から、法人（グループ内の関係

会社）への譲渡の価額について、前年の親族外役員
との間で行った売買実績の価額を、売買実例価額と
して採用できるか 
 →親族外役員と代表者役員（その親族等含む）と
の間で行われた本件売買実績における取引価額は、
独立対等な立場で行われたものとはいえないため、
売買実例価額とはいえず、税務上の時価とはいえな
い 

５ 個
人 
⇩ 
法
人 

子会社役員 親会社 
 
  

平成 28.9.21 判決（熊本地裁） 納税者敗訴 
子会社の役員（非支配株主である個人）から親会社
（支配株主である法人）への譲渡につき、その親子
会社の関係者間で行った売買実績による価額は、税
務上の時価（客観的交換価値）といえるか 
 → 親子会社の関係者間で行った取引について
は客観的交換価値を表しているとはいえず、売買実
例価額とはいえないから、税務上の時価は評価通達
によるべき 

６ 個
人 
⇩  
法
人 

個人 同族法人 
 
 

平成 28.10.6（最高裁） 納税者敗訴 
平成 27.4.22 判決（東京高裁） 
平成 26.10.29（東京地裁） 
→ 個人が同族法人へ譲渡した株式の時価評価に
あたり、同族関係者の判定について、評価通達に定
める形式通りの判定によるべきでない特段の事情
があるといえるから、その判定は実質的な支配関係
をもとに行うべきとして争った事例 
 →評価通達通りに行った「同族株主の判定」が認
められず、判定結果が変わったことで、評価方式が
変わり、法人の既存株主に対して相続税法 9条のみ
なし贈与課税が行われた 

所得税法の 
みなし譲渡課税

か 

法人に受贈益課
税か 

（買手法人の既
存株主への相続
税法９条による
みなし贈与課税

か） 
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２．各判決の概要 
 
【上記１】平成 19.1.31判決（東京地裁）… 納税者敗訴 
 「同族ではない株主 116 名（非支配株主）から代表取締役（支配株主）への譲渡」 

 
① 概要 

A 社の代表取締役が会社の支配権を強化するため同族関係にない一般株主 116 名から、額面@500 の
2.5倍である＠1,250の価額を中心に A 社株式を買い取った。課税庁側は、この譲渡価額は評価通達（純
資産価額方式）で計算する場合より著しく低い対価にあたるから、その差額（対価と評価通達の差）につ
いてみなし贈与あったものとして贈与税の課税処分を行った。 
② 納税者の主張 
納税者（代表取締役）は、この取引は特別な身分関係のない独立第三者とのものであり、この@1250前

後の譲渡価額は、恣意的な価格設定を行ったものではないから税務上の時価を表すものであると主張し
た。 
③ 裁判所の判断におけるポイント 
・当該取引は、代表取締役が筆頭株主でもあり圧倒的に優位な立場にあったといえ、対等な交渉ではなか
った。価額も代表取締役により一方的に決められたものといえ、価値把握のための情報も入手していない
ことから、客観的交換価値を形成したものと認められない。第三者との合意に基づく取引価格であって
も、時価としては採用できない。評価通達によって評価すべきである。 
④ 補足 
特別な身分関係にない第三者との間の取引であっても、対等な立場での価格形成がなされたといえな

い場合には、客観的交換価値による評価と認められない可能性が示された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

株主 116 名 代表取締役 
額面の 
2.5倍程度 

（個人） （個人） 

差額はみなし贈与か？ 

A 社 

非同族 筆頭株主 
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【上記２】平成３年 11月 12 日判決（仙台地裁） ---納税者敗訴 
「従業員持株制度のもと、従業員から代表取締役へ額面@50 で売戻すという約定に基づいた譲渡」 

 
① 概要  
従業員持株制度により額面@50 で会社へ売り戻す条件付きで非上場株式を保有していた従業員ら（非

同族）が、その退職等するにあたって、約定通りの額面価額@50 で代表取締役へ譲渡した。課税庁側は、
額面@50 という価額は不特定多数の当事者間の自由な取引により形成される価額とはいえず、評価通達
の原則的評価方式で評価すべきと主張。@50 は低額譲渡にあたるため、差額について相続税法 7 条のみ
なし贈与にあたるとして贈与税の課税処分を行った。 
② 納税者の主張  
 （約束通りの額面金額による売戻しは、）当事者間の自由意思によって合意された正常な取引価格であ
り、著しく低い価額での譲渡にはあたらない。 
③ 裁判所の判断におけるポイント 
・退職の際には、他の従業員に割り当てることになっており、それが難しい時は決算期までは一時的に取
締役が所有することもあった。しかし、数度の決算を過ぎても代表取締役が所有したままとなっており、
配当も受け取っていた（もはや一時的な所有とはいえない）。 
・従業員は、自由な譲渡も価格交渉も考えられない状況にあり、このような市場原理に基づかずに形成さ
れた価額を持って株式の当時の時価であったということもできない。課税庁が主張する評価通達に基づ
く原則的評価方式により評価することに合理性があり、よって時価と額面の差額についてみなし贈与課
税とする処分は適法。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

従業員 代表取締役 
額面@50 に
よる売戻し 

（個人） （個人） 

差額はみなし贈与か？ 

B 社 

非同族 同族 
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【上記３】平成 17.10.12判決（東京地裁） ---納税者勝訴 
会長（支配株主）から、取引先の会長である非同族株主（非支配株主）への譲渡 

 
① 概要 
 ・売手・・・C 社の取締役会長（支配株主） 
・買手・・・C社の取引先である D社の会長（非支配株主） 
・譲渡金額・・・@100（配当還元方式@75 を多少上回る金額） 
課税庁側は、買手である取引先会長は本件売買で C 社の事業経営に相当の影響力を与える地位を取得

しており少数株主とはいえないこと、また、売手である C 社取締役会長には、前年にも金融機関との間
に売買実績（類似業種比準方式や純資産価額方式をベースにした@793、@796）があったことから、取引
先 D 社の会長への上記@100 の譲渡は著しく低い対価での譲渡であるとして、D 社会長へみなし贈与の
課税処分を行った。 
② 納税者の主張 
 譲渡価格である@100 は、評価通達に従い算定した株価@75（配当還元方式）を上回っており、著しく
低い価額の対価にあたらないので、みなし贈与の対象にはならないと主張。 
③ 裁判所の判断におけるポイント 
・ (買手の)売買後の保有割合は、わずか６．６パーセントの割合にすぎず、その他の数値を見ても事業
経営に実効的な影響力を与え得る地位を得たものとは認められない。 

・ 前年に金融機関との間で行った売買実績については、５つ（実質 3 つ）の取引事例にすぎず、この程
度の取引事例に基づいて客観的な取引価額を算定できるというには疑問があり、また、これらの金融機
関との取引関係があることを踏まえ、敢えて売主に有利な価額を提示するなどもありうることを踏ま
えても、客観性を備えた売買価額とはいえない。 

・ 評価通達によらない特別の事情があるとはいえず、@100 は配当還元方式による@75 を上回ってい
ることからみなし贈与とはならない。 

 
 
 
 
 
 
 
 

C 社会長 取引先の会長 ＠100 
（個人） （個人） 

差額はみなし贈与か？ 
C 社 

＜前年売買実例＞ 
C 社会長には金融機関等に、
@793、@796（原則的評価方
式をベースに算出）で売却し
た実例があった 取引先 D 社 

※売買後保有
割合 6.6％ 

同族 非同族 
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【上記４】平成 27.5.13 判決（最高裁）、平成 26.4.23（東京高裁）、平成 25.10.22（東京地裁）…納税者
敗訴 
「個人（同族株主）から法人（グループ内の関係会社）への、売買実績（親族外役員との取引）を基にし
た株価による譲渡」 

 
① 概要 
 会社代表者（支配株主）が、その保有する株式をグループ内の関係会社へ@5万円で譲渡した。これに
対し課税庁は評価通達に従って@62 万 6,762 円により評価すべきであり、対価@5 万円は時価の 2 分の
１未満に該当するから、みなし譲渡があったものとして課税処分を行った。 
② 納税者の主張 
 @5万円は、事業の予測収益力等を踏まえて算出した適正な時価である。課税庁の主張する評価通達に
よる評価をするにしても、親族関係にない純然たる第三者間において複数回にわたる相当数の取引（同年
及びその前年における売買事例@75,334）があるため売買実例があるものとして評価すべきである。 
③ 裁判所の判断のポイント 
・本件売買実例として参照した取引は、本件会社を実質的に支配し得る立場にあった代表者の指示によ
る取引であり、対等独立の立場にある当事者が自由な意思決定に基づいて行ったものとはいえない。客
観的交換価値を的確に表したものということはできないことから、売買実例として採用できない。 
・本件譲渡は、当該代表者とその親族らが、当該代表者自身が代表取締役に就いていた 4 法人（当該代表
者が名誉会長に就いていた会社のグループ会社）との間で行われたものであり、対等独立の立場にある
当事者間の取引とはいえない。対価@5 万円は、客観的交換価値を表しているとは認められず、評価通
達によらないとする特別の事情があるとはいえない。（課税庁の主張どおり、評価通達による評価を行う
べき。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

代表取締役 X 
・X の親族 

関係会社 F 
関係会社 G 
関係会社 H 

＠50,000 

（個人） （法人） 

差額はみなし譲渡か？ 
E 社 

＜前年・当年の売買実績＞ 
E 社元代表取締役（親族外）→代表取締役 Xへ 
E 社取締役（親族外）   →X の子へ 
E 社監査役（親族外）   →X の子へ 
  ※ すべて@75,334 で譲渡 
 

同族 同族 
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【上記５】平成 28.9.21判決（熊本地裁）…納税者敗訴 
「子会社の役員（非支配株主）から親会社（支配株主）への、売買実績を基にした株価による譲渡」 

 
① 概要 
 子会社の役員（個人）から親会社（法人）への譲渡（この譲渡により I 社は J社の完全子会社となった）
について、従前より取引事例がある@5万円を譲渡価額として取引した。課税庁側は、この取引事例の価
額＠5 万円は売買実例としては認められるものではなく、評価通達の原則的評価方式に基づく方法
（@182,463）により評価すべきで、対価との差額は法人の受贈益とすべきとして法人税の課税処分を行
った。 
② 納税者の主張 
 過去いずれにおいても 1 株当たり 5 万円の価値で取引事例があるから、同額での取引は適正な価額に
よる取引である。また、譲渡当時既に J社は I 社株式の過半数を所有しており、他の I 株主には、支配権
維持の利益がなく、配当期待権程度の利益しかなかったので、純資産方式を用いた計算は誤りである。 
② 裁判所の判断のポイント 
・本件の売買実例は、子会社役員と親会社役員間の譲渡を中心とするもので、純然たる第三者間の取引と
はいえず、客観的交換価値を表しているとはいえないため、本件の時価として採用できない。 
・本件の親会社は、当該株式譲渡を経て完全親会社になっており、完全子会社の資産は実質的に親会社に
帰属するものといえることから、少数株主としての配当還元方式によるのではなく、子会社の株式の適
正な時価は純資産方式を基本とすべきである（純資産方式と譲渡価額@5 万円との差額が法人の受贈益
となる）。 

 
 
 
 
 
 
 

役員 J 社（親会社） ＠50,000 
（個人） （法人） 

法人に受贈益か？ 
I 社（子会社） 

＜売買実績 8件＞ 
いずれも＠50,000 で取引 

① I 社従業員と J社取締役 
② J 社取締役間 
③ J 社取締役と I 社取締役 
④ I 社取締役と J社 
⑤ J 社従業員と J社取締役 
⑥ J 社取締役と I 社代表取締役 
（いずれも子会社又は親会社の関係者
間の取引） 

議決権 31.3%→0% 50.6% →100％ 
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【上記６】平成 26.10.29（東京地裁）、平成 27.4.22 判決（東京高裁）、平成 28.10.6（最高裁）…納税者
敗訴 
「個人株主が同族会社に株式（自己株でない）を譲渡した場合の、評価での同族関係者の実質的判定」 

 
① 概要 
個人株主（売手）が同族会社（買手）に株式を譲渡した場合に、株式の評価に当たり、評価通達に従い

K 社を同族関係者ではないものと判定して評価したが、課税庁側は、評価通達通りの同族関係者の判定を
行うべきではなく、実質的な支配関係にもとづき K 社を同族関係者として評価すべきであるとし、その
結果、K 社株の評価が増加した。これにより、買手会社の資産価値も増加したことから、その増加分につ
いて売手（個人）から同族会社の株主等（L 合名・K 社の株主等）へ、相続税法 9条の贈与があったもの
とみなして既存株主等に贈与税課税を行った。 
② 裁判所の判断のポイント 
・上記 M 社が評価通達 188（１）の同族株主にあたるかの判定につき、親族・L 合名だけでは K 社は 50％
超の支配関係になっていないため、形式的には同族関係者ではないが、K社にも実質的には支配が及んで
いるとして同族関係者として扱って評価すべきである（その結果、の著しく低い価額に該当し、買手法人
の既存株主には相続税法 9 条のみなし贈与が課された）。 
※ なお、上記事例については、法人税の受贈益部分について別の裁判が行われ、上記と同様に考え、

K 社を実質的な支配関係があるとして同族関係者としてとらえ、買手法人に受贈益が課されている
（H27.3.27 東京地裁）。 

 

個人 

(個人の)親族 メーカ―各社 

34%≦50％ 

計 68％ 計 31％≦50％ 

63%＞50％ 

・K 社の同族関係者・・・親族・L 合名・M 社（実質判定時） 

L 合名 

K 社 

M 社 

28% 

 66%>50% ①メーカー各社は親族の意
向に反することはなく、 
実質的には、親族と L 合名
で、K 社を支配していると
いえる。(50％未満である
が K 社を同族関係者として
扱うべき) 
 

②本来、M 社は同族関係者
ではないが、K 社を実質的
に同族関係者として扱う結
果、親族・L 合名・M 社は
K 社の同族関係者となる。 
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Ⅷ．判例から読み取れることと、税務上の時価の難しさ 

 ここまで、個人がその有する非上場株式を、他の個人または法人へ譲渡を行う場合の、時価に関する取
り扱いと、それにまつわる判例を中心に見てきた。これらのことから、税務上の時価の算定についての特
徴的な点や、理解を難解なものとさせている原因には、下記のような点があると考えらえる。 
 
【非上場株式の税務上の時価の取扱いが特徴的な点、難しいと感じる点】 
①  客観的交換価値という抽象的な概念のため、対等な第三者間の取引における恣意性の排除され

た取引価額の範囲が捉えづらい。 
 取引価格が、対等な立場における第三者間の自由取引により合意したものとして客観的交換
価値となっていれば、それが税務上の時価となりうるが、どのような取引であれば該当するの
か、具体的な範囲は明文上にも規定はなく、判例等を参考にして個々に判断するしかない。 
過去の売買実例による価格を採用する場合においても、単に取引実績があればいい、という

わけではなく、それが客観的交換価値となっている場合に初めて採用することができると考え
るため、上記と同様に、どのような取引であれば税務上の時価として認められるのか、慎重に
判断することが必要となる。  

② 税務上の時価の算出方法が、税目によって異なる。 
 非上場株式の税務上の時価は、客観的交換価値をさすものとされるが、対等な立場における
第三者間の自由な取引にもとづいた取引価額がない場合には、評価通達をベースに算定を行う
ことになる。この評価通達は本来相続税における評価を目的にしていることから、所得税や法
人税でこれを流用する場合には、評価通達に一定の条件を付して評価することが求められる。
すなわち、同じ株式の時価を評価するにしても、税目により算出方法は異なることになる。 

③ いわゆる一物二価。 
一つの取引には、当然、対価の金額は一つしか存在しないが、税務上の時価は、それぞれの

立場（支配株主や少数株主であるか等）によって異なる場合がある。経営への支配力によって、
一株当たりの株式の経済的価値は異なると考えるためである。 

④ 取引の当事者によって「対価」と「税務上の時価」との差額の取扱いが異なる。 
個人が株式を低額譲渡する場合、時価と対価の差額は、個人間であれば贈与税、個人法人間

なら差額は所得税や法人税といったように、取引の当事者の組み合わせによって、差額が何の
所得として課税されるのか異なる。 

⑤ 「著しく低い価額による対価」の基準が明確でない。 
相続税法の「みなし贈与」において、買手にとっての「著しく低い価額による対価」の基準が
明確でない。 

⑥ 評価通達によることができない可能性。 
評価通達通りに株価を算定して税務申告を行ったとしても、評価通達によるべきでない特別

な事情があるときは、その評価通達により算定した株価が否認される恐れがある。しかし、ど
のような場合に評価通達によることができないのか、明確な基準はなく、判例などを参考にし
て、個別の事案ごとに判断するしかない。 
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Ⅸ．おわりに 

「税務上の時価」が問題となるケースとして、最近ではタワマン節税などの言葉とともに、相続時のマ
ンション評価が大きく話題になっていた。対象がマンションという不動産である場合、不動産市場での実
勢価格と評価通達通りの評価のいずれを採用するか、という点で問題となっていたが、これに比べて、非
上場株式は、取引相場がないことを前提とする株式であり、実勢価格もないことから、そもそも何をもっ
て客観的交換価値としての税務上の時価といえるか、という問題を含んでおり、ことさら難しい問題とな
っている。 
株価算定を評価通達によって行うにしても、その算定過程は複雑な内容となっている。 
加えて、判断基準に曖昧な点も多い。客観的交換価値が対等な立場における第三者間の自由な取引に基

づいた価額の範囲を指すとして具体的にそれはどこまでを指すのか、みなし贈与における「著しく低い価
額」はどの程度をさすのか、みなし譲渡で同族会社の行為計算否認はどのような場合に適用されるのか、
難しい判断が求められる論点が多く存在している。このような曖昧な部分については、判例等も確認する
必要がある。例えば、「第三者」の例では、親族関係にない独立第三者間の取引だから問題ないと考え、
取引価格により税務申告を行った場合において、たとえ独立第三者間でもその価額形成過程に問題があ
る場合には客観的交換価値とはいえず、評価通達によることを求められる可能性があるということを判
例から知ることができる。この場合には、判例を知らないことで思わぬ課税をうける、ということにもな
りかねない。 
 
 さらに「税務上の時価」が当事者の立場ごとに異なる点は、株式評価をより分かりづらくしている点だ
と思われる。例えば、売手にとっては契約上の合意価格が税務上の適正価額と一致している場合でも、買
手にとっての税務上の時価が、合意価格と一致しているとは限らない。 
 このことは、実際の株式譲渡の場面で、契約金額による対価のやり取りとは別に、それぞれの立場ごと
に、税務上の時価との差額について税金負担が発生する可能性があることを示している。こうした可能性
を踏まえて、当事者それぞれの税金負担も含めて考慮し、価格交渉を考える視点も求められる。非上場株
式の譲渡を行う場合には、税務上の時価とそれに伴う課税関係を理解しておくことが必要となる。了  
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【判例 1】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【判例 2】 

 
 

令和４年２月１４日判決 東京地方裁判所より 
 
■譲渡時の非上場株式の時価について、評価通達をベースに算定することに合理性があるとの判示 

 
…また，所得税法５９条１項２号所定の（中略）「その時における価額」とは，資産の譲渡の時における
当該資産の客観的交換価値，すなわち，当該資産の現況に応じ，不特定多数の当事者間で自由な取引が行
われる場合に通常成立する価額をいうものと解される。 
（中略） 

ウ 原告会社の株式が取引相場のない株式に該当するものであることは，当事者間で争いがないところ，
当該株式の客観的交換価値については，必ずしも一義的に確定することができるものではない。そこで，
課税実務上，当該株式の価額については，基本通達５９－６の規定において統一的な取扱いが設けられて
おり，原則として，基本通達５９－６所定の一定の条件を付した上で，評価通達１７８から１８９－７ま
でに定める例によって算定することとされている。このような取扱いは，これによる評価方法が当該株式
の客観的交換価値を算定する評価方法として一般的な合理性を有するものである限り，納税者間の公平，
納税者の便宜，徴税費用の削減等の観点からみても，合理的であるし，これを全ての納税者に適用するこ
とは，実質的な税負担の公平を実現し，租税平等主義の原則にもかなうものといえる。そのため，その評
価方法が当該株式の客観的交換価値を算定する評価方法として一般的な合理性を有するものであるときに
は，その評価方法によって算定された価額については，その評価方法によっては当該株式の客観的交換価
値を適切に算定することができない特別の事情がある場合でない限り，当該株式の客観的交換価値を超え
るものではないと推認するのが相当であるし，その金額をもって，所得税法５９条１項所定の「その時に
おける価額」と認めることができるものと解される。 
（中略） 
（ウ）以上で述べたところによれば，基本通達５９－６の規定による評価方法（取引相場のない株式の価
額につき，基本通達５９－６所定の一定の条件を付した上で，評価通達１７８から１８９－７までに定め
る例によって算定するという評価方法）は，当該株式の客観的交換価値を算定する評価方法として一般的
な合理性を有するものと認められるから，その評価方法によって算定された価額については，前記ウの特
別の事情がある場合でない限り，当該株式の客観的交換価値を超えるものではないと推認するのが相当で
あるし，その金額をもって，所得税法５９条１項所定の「その時における価額」と認めることができるも
のと解される。 

平成 19年 1 月 31 日判決 東京地方裁判所より 
 
■相続税法第 7 条にいう「時価」の意義と、評価通達の採る株式評価方法の合理性について 
 
（１）相続税法７条にいう「時価」とは，課税時期における客観的交換価値，すなわち課税時期にお

いて，それぞれの財産の現況に応じ，不特定多数の当事者間で自由な取引が行われた場合に通常成立す
る価額をいうものと解するのが相当である。しかし，財産の客観的交換価値は必ずしも一義的に確定さ
れるものではなく，これを個別に評価することとなると，その評価方法及び基礎資料の選択の仕方等に
より異なった評価額が生じることが避け難く，また，課税庁の事務負担が重くなり，課税処理の迅速な
処理が困難となるおそれがあることから，課税実務上は，財産評価の一般的基準が評価通達によって定
められ，これに定められた評価方法によって画一的に評価する方法が執られている。このような扱い
は，納税者間の公平，納税者の便宜及び徴税費用の節減という見地からみて合理的であり，一般的に
は，すべての財産についてこのような評価を行うことは，租税負担の実質的公平を実現することがで
き，租税平等主義にかなうものである。 
したがって，評価通達に定められた評価方法を画一的あるいは形式的に適用することによって，かえ

って実質的な租税負担の公平を著しく害し，相続税法あるいは評価通達自体の趣旨に反するような結果
を招くというような特別な事情が認められない限り，評価通達に定められた評価方法によって画一的に
時価を評価することができるというべきである。 
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